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1．背景と目的 

 近年の高齢化に伴い,修正賦課方式である日本の

年金制度は，現役世代の保険料の負担が増加し，そ

れは積立金や国庫負担で補えるものではなくなっ

てきている．事実，平成 21年度の年金債務超過額

は約 550兆円(1にのぼり，公的年金制度の破綻が危

惧されている．政府は年金制度の安定化を図るため，

2013 年より厚生年金支給開始年齢の引き上げを決

定した．これにより，定年から年金受給までの期間，

収入を得ることができない「空白期間」を生んでし

まうことが考えられる．そこで本研究では，応用一

般均衡モデルを用いて，空白期間を現状のまま迎え

る場合と，十分に準備をして迎える場合を想定し，

それらを比較することで年金支給開始年齢引き上

げが経済に与える影響を定量的に明らかにするこ

とを目的とする． 

 

2．既存研究 

本研究では，小平・佐々木(2006)(2を基に応用一

般均衡モデルを構築する．小平・佐々木(2006)は，

小平・佐々木(2004)(3(2006)(2(4で作成された社会会

計行列をデータベースとして，年金の財政悪化によ

る財源の調達が各社会階層への経済的影響を応用

一般均衡モデルを構築し分析している．小平・佐々

木(2006)で構築した応用一般均衡モデルは家計を

勤労者世代と年金受給者世代に二分しており，勤労

者世代と年金受給者世代とで異なる評価が得るこ

とができる．しかし，小平・佐々木(2006)では，実

際に行われる年金支給開始年齢引き上げのケース

を想定していない． 

 

3．データベース 

 本研究では，所得移転に注目したモデルを用いる．

そのため，データベースとして社会会計行列を用い

る．国民経済計算(5の暦年データで作成した社会会

計行列に同年産業連関表(6と家計(7のデータを組み

合わせることでモデルに対応するよう拡張する．こ

の際，産業部門を 5産業（農林水産業，鉱・製造・

建設業，電力等公益事業，商業・金融・不動産，そ

の他サービス）に統合し，勘定部門を非営利団体，

家計（勤労者世代，空白期間世代，年金受給者世代），

一般政府，生産要素（労働，資本），福祉移転，そ

の他経常移転，貯蓄-投資，対外部門の 12部門に設

定した． 

 

4-1．分析手法 

本研究では，分析手法として応用一般均衡モデルを

用いる．年金支給開始年齢の引き上げが各世代に与

える影響を定量的に把握するため，家計を世帯主の

年齢により勤労者世代，空白期間世代，年金受給者

世代の 3 世代に分ける．モデルの概略は図 1 に示

すとおりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 モデルの概略 

 

4-2企業の行動 

本研究では、生産関数の関数形として，中間投入

に関しては Leontief 型，資本と労働に関しては

Cobb-Douglas型を仮定する． 
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ただし，w：賃金率 r：資本賃貸料 
itw：産業 i

の労働税率 
itr ：産業 iの資本税率 

iL ：産業 iの

労働投入量 
iK ：産業 iの資本投入量 

iX ：産業 i

の産出量 
ia0
：産業 iの付加価値率 

jia ：産業 iか

ら財 jの投入係数 
jiV ：産業 iから財 j の中間投入 

if ：産業 iの生産関数 
i ：産業 iの生産効率係数 

i ：産業 iの労働分配率 
iLD ：産業 iの労働需要 

iKD ：産業 iの資本需要 

 

4-3．家計の行動 

家計を世帯主の年齢によって勤労者世代，空白期

間世代，年金受給者世代の 3階級に分け，各世代に

代表的家計を想定する．ただし，5種類の財からな

る合成財を考え，家計は第 1段階では合成財需要と

余暇需要（すなわち，労働供給）の選択を行い，第

2段階で各財の個別需要を決定するものとする．第

1段階の効用関数として CES 型を，第 2段階には

Cobb-Douglas 型を仮定する． 

第 1段階効用最大化 
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上式より合成財需要関数と余暇需要関数が求めら
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kty ：家計 kの所得税率 
kSOH ：家計 kの受け取る

（純）社会福祉移転 
kTRH ：家計 kの受け取る（純）

その他経常移転 
kb ：家計 kの平均貯蓄性向 

k ：

家計 kの分配係数 
kv ：家計kの合成財と余暇の代

替の弾力性 
kC ：家計 kの合成財需要 

kF ：家計k

の余暇需要 
kp ：合成財価格 

kIH ：家計kの貯蓄

から切り崩す金額 

第 2段階効用最大化 
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ただし， ki ：家計kの財 iへの支出係数 

上式より需要関数を求める． 
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また，ラグランジュ乗数の逆数より合成財価格を求

められる． 
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4-4．政府部門 

 この経済には政府が 1つあるものと仮定する．こ

こでは，政府消費支出は一定とし，経常移転は税収

に比例して配分されるものと仮定する．このとき，

政府の予算制約式は以下の式で表される． 
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ただし，
:Gic ：政府の財 iの需要 SOG：政府の（純）

社会福祉移転 SG：政府貯蓄 TRG：政府の（純）

その他経常移転 

4-5．民間非営利団体 

民間非営利団体の予算制約式は以下の式で表さ

れる． 
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ただし，
:Nic ：民間非営利団体の財 iの需要 SN：民

間非営利団体の貯蓄 SON：民間非営利団体の（純）

社会福祉移転 TRN ：民間非営利団体の（純）そ

の他経常移転 

 

4-6．対外部門 

 対外部門のバランス式は以下の式で表される． 
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ただし，
iEX ：財 i の輸出量 SE：対外部門貯蓄 



iEM ：財 iの輸入量 SOE：対外部門の（純）福祉

移転 TRE：対外部門の（純）その他経常移転 

 

4-7．貯蓄-投資バランス 
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ただし，
iI  
：財 iの投資需要 

 

4-8．（純）福祉移転バランス 
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4-9．（純）その他経常移転のバランス 
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4-10．財価格 
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ただし， IM ：単位行列 A：投入係数行列 

 

4-11．市場バランス条件 

財市場 
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         (17) 

ただし，上添えの’は転置行列を表している． 

 

労働市場 

 
 


2

1

2

1k i

ik LDLS

                            (18) 

資本市場 

 
 


2

1

2

1k i

ik KDKS

                            (19) 

 

5．シミュレーション分析 

 年金支給開始年齢の引き上げ開始は，2013 年と

迫っており，これからその期間を迎える国民は，空

白期間に対する準備ができずにその期間を迎えて

しまう．これをケース 1 とする．一方，ケース 2

は空白期間ができることを想定して，事前に空白期

間に対する準備をしていたものと仮定する．ケース

2では，この仮定の時点で均衡計算を行う．ここで

成り立つ仮設均衡を A とする．A をデータセット

とし，ケース 1と同様にして得られる仮設均衡を B

とする．ケースについてのまとめは表 1に示すとお

りである．  

表 1 ケース設定 

ケース 0 基準均衡（現状） 

ケース 1 
空白期間に対する準備をしないま

まその期間を迎えてしまう． 

ケース 2 
A 

空白期間を想定して準備をす

る． 

B 空白期間を迎える． 

 

（この際，空白期間世代が貯蓄から受け取る所得

IH は外生的に与えられ， IH を空白期間世代の消費

がA時点とB時点で変わらなくなるように IH を改

定． IH が安定するまでこの手順を繰り返し， IH を

決定する．） 

次に，基準均衡，ケース 1，ケース 2の A，Bそ

れぞれの比較をして考察をする．以下の図 2はケー

ス 1 とケース 2 の各家計の消費と労働供給の計算

結果をケース 0と比較したグラフである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 消費と労働供給の結果比較 

 

図 2 から，ケース 1 では空白期間ができるとそ

の世代の消費が大幅に下がることがわかる．それは

-3.11%の変化であり，金額にして 1 兆円以上にの

ぼる．これは空白期間世代の年金給付が無くなった

ことにより所得が大幅に減少したためである．これ

によって，空白期間世代の労働供給が大幅に上がる．

次に，ケース 2の Aと Bでは家計への影響はほと

んどみられなかった．これは，空白期間に対し準備

していたためと考えられる．またケース 0とケース

2B を比較すると，消費に-1.56%の変化であった．

これはケース 1 の 1/2 程度の影響しかない．また，

-4.00%

-2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

変化率(%)

ケース1

ケース2

勤労者 空白期間世代 年金受給者 勤労者 空白期間世代 年金受給者

消費 労働供給



労働供給についても同様であり，生産額や財価格を

比較してもケース 2 はケース 1 よりも影響が少な

い． 

 

6-1．結論 

 本研究は社会会計行列をデータベースとして年

金支給開始年齢引き上げによる経済的影響を応用

一般均衡モデル用いて分析した．本来であれば，年

金支給開始年齢の引き上げにより発生する空白期

間に対する準備は時間を要するものである．しかし，

この施策は現行制度では 2013年からの開始と迫っ

ており，空白期間に対する準備ができずにその期間

を迎えてしまう．そのような状態を想定したケース

1は，空白期間世代は受け取るはずであった年金給

付が無くなるため，所得が下がり定年後も働く人が

増えるという結果になった．また，消費が大幅に減

っており空白期間世代の生活水準の低下が予想さ

れる．それに対して空白期間ができることを想定し

事前に準備していたケース 2では，空白期間の準備

のために貯蓄性向を上げることより消費が下がる．

空白期間世代の生活水準は現状より下がるものの，

空白期間ができた際の各家計，生産額，財価格への

影響はとても低かった．ケース 1 とケース 2 を比

較すると，ケース 1 はケース 2 に比べて大幅に空

白期間世代，そして経済全体に影響が出ることがわ

かった．また，それはケース 1 とケース 2 では金

額にすると約 5000億円もの差が消費に影響するの

である．日本の財政不振により年金制度への信頼感

は何年も前から醸成されなかったものである．以上

より，このような施策は，政府は早い段階で政策を

掲げるべきであったと言える．事前に政策を掲げて

いれば，負担は増加するにせよ，国民はそれに対応

することができ，経済への影響が少なくなることが

わかった． 

 

 6-2．課題 

今後の課題として，本研究では制度改革実施時点

における短期的な効果しか分析しておらず，世代が

世代へ変化する将来の影響を考慮していない．また，

本研究のケースである年金開始年齢引き上げは，現

実では 3年に 1歳という段階的引き上げであるが，

本研究では静学的なモデルであり，家計を 3つに分

けただけである．今後は年齢によりさらに細分した

モデルを構築し動学的に拡張し，年齢階級別の生涯

負担と生涯給付を明らかにしたい． 
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